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大阪事務所

〒541-0041

大阪市中央区北浜1丁目 8番16号

大阪証券取引所ピル

TEL: 06-6202-1088 （代表）

FAX: 06-6202-1080 

C]烹）昂門99門
クライアントとともに。

東京事務所

〒100-0005

東京都千代田区丸の内1丁目 7番12号

サピアタワー14階

TEL: 03-5219-5151 （代表）

FAX: 03-5219-5155 

福岡事務所

〒812-0018

福岡市博多区住吉1丁目 2番25号

キャナルシティ・ビジネスセンターピル4階

TEL: 092-263-9990 （代表）

FAX: 092-263-9991 

Webinar 

わかりやすいと人気の北浜法律事務所ウェビナー。豊富な経験を積んだ弁護土が、有益な惜報を語ります。

簡単登録するだけで、どなたでもご視聴いただけます。

https:/ /www.kitahama.or.jp/archive-webinar / 
置
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チャイナ・プラクティスチームを統括するパートナー弁護士で
あり、クロスポ＿たM&A案件及びコ＿ポレ＿卜分野を主セ
取り扱う。日本国内外のリーガルアドバイザーとして、中華圏可

ロー

特集

-一畢．闊尋

M&'A!ジ元トーヂャーココーボ7ート｀7）スークマネジタ

戸三塁且筐旦；
・グロー7＜ルM＆'A`—一・ポL,11111111ド案件．が専下で釆国留学＇中は、

置竺詈竺完言：口□i
平、コニ芍レーょガI，団ン，ス翌革笠，をサ，芍~ト，し， :.る。．

' 

KITAHAMA-fLUS 

message 

いよいよ本格的な夏を迎え、ますますご発展のこととお喜び申し上げます。

今号のKITAHAMAプラスは、クロスボーダーM&A特集です。

北浜法律事務所では、欧米やアジア諸国向けのクロスボーダーM&A案件を数多く経験しており、

そのノウハウを豊富に蓄積しています。

各国の法律事務所と豊富なネットワークを築き、

その国毎の法制度や慣習、文化的差異も理解した上で、

クライアントのニーズに沿ったアドバイスを提供しています。

実戦経験豊富な弁護士からのメッセージをぜひ参考になさってください。

e 
弁護士法人北浜法律事務所代表

北浜グループ CEO

森本宏



リ
ー
ド
し
て
い
く
こ
と
が
我
々
に
求
め
ら
れ

引
を
進
め
ら
れ
る
よ
う
に
、
案
件
全
体
を

な
が
ら
、
日
本
企
業
の
皆
様
が
安
心
し
て
取

地
の
協
力
法
律
事
務
所
と
も
密
接
に
連
携
し

の
よ
う
な
最
新
の
動
向
も
踏
ま
え
つ
つ
、
現

酒
井
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー

M
&
A
で
は
そ

ァ
ッ
プ
し
て
い
く
必
要
性
を
感
じ
て
い
ま
す
。

し
て
お
り
、
常
に
最
新
の
動
向
を
キ
ャ
ッ
チ

る
表
明
保
証
条
項
が
追
加
さ
れ
て
い
た
り
と
、

社
会
の
動
き
に
対
応
し
て
契
約
実
務
も
変
容

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
＇
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
連
す

た
り

い
わ
ゆ
る

M
e
T
o
0
運
動
を
受
け
て

大
を
受
け
て
M
A
E
条
項
が
修
正
さ
れ
て
い

え
ば
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡

る
か
と
い
う
と
そ
う
で
は
な
く
、
最
近
で
い

り
型
の
契
約
書
で
実
務
が
す
べ
て
回
っ
て
い

の
サ
ン
プ
ル
が
出
回
っ
て
い
ま
す
が
、
紋
切

中
嶋

M
&
A

の
関
連
契
約
は
非
常
に
多
く

クロスボーダーM&Aを強力に支援する専門性と国際的なネットワーク。

世界各国の最新の法制動向に対応し、

グローバル時代の頼れるパートナーとして企業を支えます。

お気軽にご相談ください。

れ
た
り
し
て
、
興
味
深
い
と
こ
ろ
で
す
。

東京事務所 TEL 03-5219-5151 

福岡事務所 TEL 092-263-9990 

大阪事務所 TEL 06-6202-1088 

https://www. kitahama.o『.jp/

な
い
最
新
の
議
論
が
い
ち
早
く
取
り
入
れ
ら

A

で
は
、
日
本
国
内
で
は
ま
だ
一
般
的
で
は

容
等
に
関
し
て
も
、
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー

M
&

襲

は
今
後
も
続
く
で
し
ょ
う
ね
。
契
約
書
の
内

リ
ー
ガ
ル
テ
ッ
ク
の
積
極
的
な
活
用
の
傾
向

に

A
I

を
活
用
し
て
い
ま
す
が

い
わ
ゆ
る

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
業
務
の
一
部

田
島

当
事
務
所
で
も
、

よ
り
効
率
的
な

国
内
の

M
&
A
と
異
な
り
、

る
役
割
で
す
ね
。

の
対
応
力
。

量
を
問
わ
れ
る

ピ
ー
デ
ィ
ー
に
進
む
場
合
が
あ
り
ま
す
。
日

酒
井

ク
ロ
ス

合
意
書
締
結
以
降
の
プ
ロ
セ
ス
が
か
な
り
ス

ン
ス
が
可
能
で
あ
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
基
本

験
と
、
現
地
の
協
力
法
律
事
務
所
の
現
地
実

務
の
経
験
の
双
方
を
踏
ま
え
た
、
現
実
的
な

ア
ド
バ
イ
ス
を
心
掛
け
て
い
ま
す
。
毎
回
苦

労
し
て
い
ま
す
が
（
笑
）
。

段
階
で
相
応
の
深
度
の
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ

さ
れ
て
お
り
、
具
体
的
な
交
渉
に
入
る
前
の

契
約
等
も
含
め
て
か
な
り
広
範
な
開
示
が
な

問
題
を
抱
え
や
す
い
点
に
関
す
る
自
ら
の
経

て
も
、
米
国
の
上
場
企
業
の
場
合
は
重
要
な

思
っ
て
い
ま
す
。
H

本
企
業
が
買
収
前
後
に

例
え
ぱ
、
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
に
つ
い

ピ
ペ
し
た
よ
う
な
助
言
は
通
用
し
な
い
と

中
嶋

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
管
理
と
い
う
点
で
は

る
こ
と
が
多
い
の
で
、
法
令
を
そ
の
ま
ま
コ

現
実
の
実
務
と
の
間
に
乖
離
が
あ
っ
た
り
す

適
切
に
管
理
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
こ

れ
が
ま
さ
に
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ

l
M
&
A

の
醗

醐
味
で
す
ね
。

く
異
な
っ
て
い
た
り
、
法
制
度
上
の
建
前
と

の
運
用
が
開
示
さ
れ
た
資
料
の
内
容
と
大
き

相
手
方
と
の
激
し
い
契
約
交
渉
と
並
行
し
て

点
で
す
ね
。
買
収
対
象
会
社
に
お
け
る
現
実

会
）
対
応
な
ど
、
複
数
の
法
域
に
お
け
る
対

現
地
当
局
と
の
折
衝
に
つ
い
て
も
、
取
引
の

な
リ
ス
ク
の
分
析
と
解
決
策
の
提
案
と
い
う

田
島
特
に
意
識
し
て
い
る
の
は
、
現
実
的

お
け
る

C
F
I
U
S

（
対
米
外
国
投
資
委
員

残
っ
て
い
る
ご
経
験
は
あ
り
ま
す
か
？

企
業
結
合
規
制
へ
の
対
応
や
、
米
国
案
件
に

気
を
付
け
て
お
ら
れ
る
点
や
特
に
記
億
に

す
。
そ
れ
以
外
の
案
件
で
も
、
関
係
各
国
の

デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
に
お
い
て
、
特
に

的
な
説
明
資
料
を
作
成
し
た
こ
と
が
あ
り
ま

お
二
人
は
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー

M
&
A
の

規
制
に
関
す
る
法
制
度
の
概
要
を
含
む
包
括

ね
。

理
解
し
て
も
ら
う
た
め
に
、
日
本
の
輸
出
入

ス
ピ
ー
ド
感
の
調
整
に
は
注
意
が
必
要
で
す

好
国
に
移
転
し
な
い
と
い
う
こ
と
を
当
局
に

る
の
で
、
お
互
い
が
想
定
し
て
い
る
取
引
の

殊
な
技
術
が
買
収
完
了
後
に
ド
イ
ツ
の
非
友

渉
を
想
定
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
も
あ
り
得

あ
た
っ
て
、
買
収
対
象
会
社
の
保
有
す
る
特

て
も
、
相
手
方
が
は
る
か
に
短
期
間
で
の
交

件
で
は
、
ド
イ
ツ
当
局
か
ら
の
許
可
取
得
に

り
時
間
を
か
け
て
検
討
し
た
い
と
思
っ
て
い

が
以
前
に
担
当
し
た
ド
イ
ツ
企
業
の
買
収
案

に
多
く
、
言
語
の
問
題
も
あ
る
の
で
じ
っ
く

に
注
意
が
必
要
な
点
の
ひ
と
つ
で
す
ね
。
私

本
側
と
し
て
は
、
取
得
で
き
る
情
報
が
非
常



等
の
行
為
が
届
出
対
象
行
為
と
さ
れ
て
い
る

海
外
で
は
、
よ
り
抽
象
的
な
「
支
配
の
取
得
」

グ
で
ご
相
談
頂
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

出
対
象
行
為
と
し
て
法
定
さ
れ
て
い
ま
す
が

を
持
つ
競
争
法
弁
護
士
に
早
期
の
タ
イ
ミ
ン

取
得
等
の
会
社
法
上
の
組
織
再
編
行
為
が
届

な
り
得
る
案
件
で
は
、
幅
広
い
知
見
・
経
験

ま
す
。
①
に
つ
い
て
は
、
日
本
で
は
、
株
式
の

こ
の
と
お
り
、
海
外
当
局
対
応
が
必
要
と

閾
値
を
超
え
て
い
る
か
と
い
う
点
を
検
討
し

ま
す
。

出
対
象
行
為
か
否
か
、
②
届
出
が
必
要
と
な
る

は
、
主
に
①
検
討
し
て
い
る
ス
キ
ー
ム
が
届

す
る
届
出
要
否
の
初
期
的
な
分
析
に
お
い
て

ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー

企
業
結
合
規
制
対

固
注

ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ

1
M
&
A
に
お
い
て
は
、

②
に
つ
い
て
は
、
日
本
で
は
売
上
高
基
準
の

み
が
法
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
海
外
で
は
、

る
点
に
注
意
が
必
要
で
す
。
特
に
、
近
時
で
は
、

新
た
に
取
引
価
額
基
準
を
採
用
（
韓
国
）
し

た
り
、
閾
値
の
金
額
を
変
更
（
ド
イ
ツ
）
す

る
等
の
法
改
正
の
動
き
も
あ
り
ま
す
の
で
、

各
国
競
争
法
の
規
制
の
動
向
に
も
注
視
し
な

が
ら
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
す
。
各
国
競
争
当
局
に
対

企
画
の
初
期
の
段
階
に
お
い
て
検
討
し
て
お

の
承
認
を
取
得
で
き
る
見
込
み
等
に
つ
い
て

の
場
合
に
必
要
な
手
続
、
期
間
、
競
争
当
局

場
シ
ェ
ア
等
を
基
準
と
す
る
国
や
地
域
が
あ

は
事
後
の
届
出
を
行
う
必
要
が
あ
る
か
、
そ

売
上
高
の
ほ
か
、
総
資
産
、
取
引
価
額
、
市

日
本
や
海
外
の
競
争
当
局
に
対
し
て
事
前
又

ル
に
事
業
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
多
く
、

当
事
会
社
の
一
方
又
は
双
方
が
、
グ
ロ
ー
バ

的
な
検
討
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

こ
と
が
あ
る
た
め
、
案
件
ご
と
に
個
別
具
体

M
&
A

に
お
け
る

若井大輔弁護士
2007年神戸大学法科大学院修了。2008年弁護土

登録（大阪弁護士会）、北浜法律事務所入所。2014

年から2017年にかけて公正取引委員会事務総局

経済取引局企業結合課にて勤務。競争法、 M&A、

コンプライアンスを中心に取り扱う。競争法・デー

タプロテクションの専門家として、企業からの信頼
が厚い。

初
期
段
階
に
お
い
て
検
討
し
て
お
く
こ
と
と
は
？

Daisuke Wakai 
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ビジネスパーソンの休憩時間

• 
法務 Troubleshooti ng

クロスボーダーM&Aと
タックスヘイブン対策税制

クロスボーダーM&A、日本の企業による海外企業の買収では、タックスヘイプン対策税制が重要な論

点となることがあります。海外企業では、低税率国に所得を移転することで企業グループ全体の連結実

効税率を抑えるプランニングを実施していることも少なくありませんが、買収後に日本のタックスヘイブ

ン対策税制が適用されることとなれば、被買収企業の所得が H本の親会社の所得とみなされて実効税

率の高い日本で課税されることになります。その適用の有無は、ときに買収時のバリュエーションをも大

きく左右します。

近年、日本企業がタックスヘイプン対策税制の規定に基づく課税を受けて争う事案が相次いでいます

が、タックスヘイブン対策税制は、国際課税の中でも特に法務的な知見が必要な分野です。日本のタッ

クスヘイブン対策税制の規定では、課税要件を明確にして予測可能性を高める観点から、かなり詳細

中国東北部の寝台列車

゜ 中国の東北部は、北から黒竜江省、吉林省及

び遼寧省の三つの省からなり、東北三省と

呼ばれています。日本の東北地方と同じく冬

には寒波に袈われ、マイナス 30度の銀色の

世界が広がります。私の出身は黒竜江省に

ある小さい町で、大学時代からは遼寧省の

大連で過ごし、大半の時間を中国の東北部

で過ごしてきました。

大学時代、大連から故郷にはいつも寝台列

車に21時間ぐらい揺られて帰っていました。

車窓から流れる一面の大地を眺め、夏には

青々とした畑、山々が広がり、冬には雪に包

まれています。この列車の走る線路ははるか

100年前の1900年頃に建設されたもので、

全長1200km余りにも及ぶ線路は日本とも深

い関係があります。今では交通手段が増え、

フライト便も開通され、大連から故郷までわ

ずか2時間余りです。ただゆっくり時間が流

れる寝台列車には歴史を感じると同時に、

懐かしさをも感じられます。コロナが落ち着

いたら皆様にも是非ご体験いただきたいと

思います。

車窓からの写真、

2018年1月 25日に撮影

に要件が定められているため、どの規定のどの文言への当てはめが問題となるかを分析し、その文言を

忠実に解釈し、法令の要件や制度趣旨も踏まえて事実を認定していく、という“法令の解釈適用”や

“事実認定”が非常に重要になるのです。

一次的な検討は国際税務の経験が豊富な税理士法人等に依頼されていることが多いかと存じますが、

常偉中国律師の

オススメ

列車

常偉中国律師
Wei Chang 

Profile 

回双そ回

幽

先例が乏しく結論が分かれ得るケースやリスク面の分析が必要なケースでは、国際税務の知見を有す

る弁護士にもご相談されてはいかがでしょうか。

¥
 

安田雄飛弁護士 Yuto Yasuda 

税務•M&A・事業承継を中心に企業法務全般を取
り扱う。特に税務に関しては、 2016年から2019年ま Profi|e 
で東京国税不服審判所に国税審判官として勤務し、

多数のタックスヘイプン対策税制の課税事案の調

査・審理に携わった経験を有する。 翼

タックスヘイプン対策税制の検討は、法務のプロフェッショナ・ルにもご相談を／




